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民間企業に委託して希望する
学校情報の提供

205人 (7.1 %)

出院者の修学・就労状況

進学を希望したが，
未定

希望するが，進学できず
出院する者が一定数存在

883人 (30.7%)
学生・生徒

有職

無職

0 20 40 60

(※)少年院仮退院者で保護観察期間中に再非行
により新たな保護処分等を受けた者の比率

（平成27年）

仮退院者の再処分率(※)

修学支援の重要性は非常に高い！

少年院における高等学校卒業程度認定試験
受験者数及び合格率の推移

受験者数は増加しニーズは高いが
合格率は伸び悩み

高校卒業程度認定試験の
受験機会の付与

修学支援ハンドブックによる
修学への動機付け

高校卒業認定試験受験コース
指定（新潟・多摩）

高等学校卒業程度認定試験
の指導体制（講師・教材）
が不十分

進学を目指すに当たっ
て，自己の学力水準を
確認する機会が不足

高校卒業程度認定試験
の集中的受験指導を

全国的に展開

民間学力試験の
実施対象者拡大

民間学力試験の実施
（義務教育指導実施庁）

少年院における修学支援の充実化

背 景

現 状

（総数２，８７９人（Ｈ２７））

課 題

対 策

○

○

○

○

○

中卒者，高校中退者が６４％

新収容少年の教育程度

（平成27年）

学生・生徒の再処分率は低い。

復学・進学が決定

446人 (15.5%)

就職が決定

学びの継続や修学支援に資
する学校関係者との連携が
不十分

学校関係者との連携の
更なる強化

12.2%

14.9%

49.8%

（人）

中学在学

11.8%

中学卒業

27.2%
高校在学

17.8%

高校中退

36.7%

高校卒業

4.7%

短大等

0.7%

専修学校

0.9%
その他

0.2%
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刑事施設における改善指導等

○ 各種指導プログラムの充実
○ 個々の特性を定量的・客観的に測定する処遇調査のツール（リスク

アセスメントツール）の開発
○ 指導者の確保・育成
○ 効果検証の実施による指導の充実
○ 民間自助団体，地方公共団体その他の関係機関との連携強化 等

■一般改善指導
■特別改善指導

薬物依存離脱指導
暴力団離脱指導

性犯罪再犯防止指導

被害者の視点を取り入れた教育

交通安全指導
就労支援指導

改 善 指 導

昨今の多様な受刑者の問題性に適切に対処する必要

Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27

R1 6,741 6,694 7,006

R2 608 556 431

R3 521 492 497

各種指導の受講開始人員（人／年度）

Ｒ１

Ｒ２

Ｒ３

Ｒ４

Ｒ５

Ｒ６

21.9 29.6

0

10

20

30

受講群 非受講群

プログラムには一定
の再犯抑止効果あり

◎刑事収容施設及び被収容者等の処遇に関する法律の施行
▶受刑者に矯正処遇（作業，改善指導，教科指導）を義務付け

刑の確定後，心理学等の専門的知識を有する職員等により，受刑者の資
質と環境の調査を実施し，処遇の目標・内容等(処遇要領)を策定。
《調査項目》
⑴精神状況，⑵身体状況，⑶生育歴，教育歴及び職業歴，⑷暴力団その他の反社会的集団への加入歴，
⑸非行歴及び犯罪歴並びに犯罪性の特徴，⑹家族その他の生活環境，⑺職業，教育等の適性及び志向，
⑻将来の生活設計，⑼その他受刑者の処遇上参考となる事項

処 遇 調 査

◎ 性犯罪再犯防止指導の効果検証
○ H19.7.1～H23.12.31に出所した性犯罪受刑者2,147名
○ 出所後3年間の推定再犯率を分析

効果検証の実施

（%)

現状

課題

対策

教 科 指 導

■補習教科指導 小学校・中学校の教科の内容に準じた指導

■特別教科指導 主に高校程度の教科の内容に準じた指導

Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27

R4 1,028 964 860

R5 1,701 2,036 1,739

R6 2,923 3,290 3,684
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新収容者の非行名別割合

被虐待体験等を背景とした女子
少年特有の問題への配慮が必要

被虐待体験を有する在院者の比率

在院者の特性や課題等に応じた処遇の充実化

背 景

現 状

発達障害や知的障害を有する
在院者の比率は上昇

発達障害や知的障害等を
有する在院者の比率

様々な事情を抱えた在院者への働き掛けが必要

対象者の特性に応じたきめ細かな指導内容・指導体制の充実が必要

課 題

女子少年の特性に配慮したプログ
ラムの開発，試行

○

発達上の課題を有する在院者に対す
る処遇のガイドラインの活用

○

非行内容等の事情に応じた特定生活
指導の実施

○

きめ細かな指導を実施するため複数
指導体制を導入

○

非行内容等に応じた指導の
充実

複数指導体制の拡大
職員の処遇力向上

関係機関等と連携した指導・
支援の実施体制の構築

処遇効果の検証
プログラムの計画的な改訂

16.6%

6.5%

4.1%

0 5 10 15 20

平成27年

平成17年

平成7年

現 状

薬物や暴力など非行内容等に
応じた指導が必要

対 策

（平成27年）

（新収容者に占める割合）

26.7%

42.4%

72.0%

56.0%

1.3%

1.6%

0% 50% 100%

男子

女子

あり なし 不詳

「あり」は，身体的，性的，心理的虐待及びネグ
レクトを含む。

（平成27年６月～同年12月の入院者の集計）

※

15.6%

33.5%

21.5%

19.9%

3.9%

9.5%

7.2% 5.7% 5.0%

26.3% 13.2%

2.9%

16.6%

19.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

女子

男子

窃盗 傷害・暴行 詐欺

道路交通法 強盗 強姦・強制わいせつ

覚せい剤取締法 ぐ犯 恐喝

その他

■被害者の視点を取り入れた教育
■薬物非行防止指導
■性非行防止指導 ■暴力防止指導
■家族関係指導 ■交友関係指導

■恐喝

少年鑑別所のアセスメント結果を活
用した個人別矯正教育計画の策定

○
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1,335

5,972

0

2,000

4,000

6,000

8,000

Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８

地域援助実施件数

どうして

非行に及んだのか？

（問題点の解明）

どうすれば

立ち直れるのか？
（処遇指針の提示）

面接
心理

検査等
行動
観察 診察

処遇方針を示す羅針盤

少年保護手続を縦貫した継続的な鑑別の実施

鑑別とは

地域援助の推進

健全な育成のための支援の推進

対策

・情操のかん養に資する活動
図書，レクリエーション，絵画制作等

・生活態度に関する助言・指導
挨拶，整理整頓，身だしなみ，
言葉遣い等

施設内処遇 社会内処遇

審判に
資する鑑別

処遇に
資する鑑別

処遇に
資する鑑別

・地域の社会資源の把握
・関係機関等とのネットワークの

構築と連携

・子供や保護者への心理相談
・知能検査・性格検査等の実施
・ケース検討会への参加
・研修・講演・法教育への講師派遣 等

法務少年
支援センター

教 育

保健・医療
・福祉

司 法

更生保護

警 察

地方自治体

民間団体

支援を
必要と
する方

対策

関係機関と連携した
効果的な援助の推進

現状 ・在所者のニーズ・希望を踏まえた
機会の提供

・特性等に応じた的確な助言・援助

課題

対策

各処遇段階での少年の問題性の
見極め・処遇方針の見直しが必要

現状

健全な育成に資する
学習等の機会の充実・多様化

継続的・機関横断的な鑑別により
再非行防止に効果的な指導の実現

増大・多様化する
ニーズへの対応

課題

・健全な社会生活への適応を支援する取組
学習支援，就労支援，スポーツテスト，
各種講話等

少年院

保護
観察所

児童自立
支援施設等

家
庭
裁
判
所

審 判

課題
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・プロフィール表示・・各領域ごとの問題性の大きさをグラフで表示
・区分表示・・・・・・・・再非行の可能性及び教育上の必要性の高さを区分で表示
・所見・・・・・・・・・・・・鑑別担当者が，処遇目標等について分かりやすく記載

法務省式ケースアセスメントツール（ＭＪＣＡ）の概要

開発経緯

◇日本： これまで再非行の可能性や教育上の必要性の把握に特化
した統一的な手法は設けられていない。

アセスメントツールの概要

・運用開始

・継続的なデータ蓄積

◆ 背 景

◇欧米等： 再非行の可能性等を把握するいわゆる「リスク・ニーズ
アセスメントツール」の開発・活用が進められている。

新たな調査方式を導入することに
より，鑑別業務の充実・鑑別水準
の向上に寄与

◆ 開発経過

H20 H21 H23H22 H24 H25～

・パイロット版の実施

・暫定版対象者の再入状況
調査（観察期間約2年）

・アセスメントツール完成

・暫定版対象者の再入状況
調査（観察期間約１年）

・パイロット版の作成

・暫定版の実施

・評定者間一致等の検証

・試作版の実施

・暫定版の作成

・諸外国の動向に関する
調査

・試作版の作成

◆ 位置付け

◆ 構 成

１ 生育環境

２ 学校適応

３ 問題行動歴

４ 非行・保護歴

５ 本件態様

１ 保護者との関係性

２ 社会適応力

３ 自己統制力

４ 逸脱親和性

静的領域
５領域 ２４項目

動的領域
４領域 ２８項目

教育等によって変化しない領域 教育等によって変化し得る領域

◆ 結 果

面接や鑑別資料等に基づいた心理技官による評定

運用

少年鑑別所
少年院

保護観察所（保護観察処分少年）

処遇機関における活用審判鑑別における活用

・再非行の可能性及び教育上の必要性を定量的に把握するための鑑別実施上の支援アセスメントツール
・実務の観点も踏まえた，統計的な妥当性，信頼性の検証を経たアセスメントツール

鑑別判定・処遇指針策定

・面接，行動観察
・各種心理テスト
・法務省式ケースアセスメントツール
・外部からの資料等

鑑
別
資
料
の
一
つ
と
し
て
活
用

･
･
･

教
育
上
の
必
要
性
の

把
握

残
さ
れ
た
課
題
及
び

処
遇
効
果
等
の
把
握

保護観察所（仮退院者）

処
遇
・
教
育
方
針
の

再
検
討
に
活
用

プロフィール（例）

法務省式ケースアセスメント
ツールの再評定

処
遇
機
関
へ
の
伝
達

処
遇
・
教
育
方
針
策
定

に
活
用

 
保 護 者 と の
関 係 性

社 会 適 応 力

自 己 統 制 力

逸 脱 親 和 性

20 3 0 40 5 0 60 70 80
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刑
事

情
報

連
携

デ
ー

タ
ベ

ー
ス

に
つ

い
て

SC
RP
（
ス
ク
ル
プ
）
と
は

検
察
、
矯
正
施
設
、
保
護
観
察
所
等
が
そ
れ
ぞ
れ
保
有
・
管
理
す
る
情
報
を
連
携
さ
せ
、

受
刑
者
・
保
護
観
察
対
象
者
等
に
対
す
る
指
導
や
再
犯
の
実
態
把
握
、
施
策
の
効
果
検
証

等
に
活
⽤
す
る
も
の
。

活
⽤
⽅
法

イ
メ
ー
ジ

法
務
総
合
研
究
所

検
察
庁

検
察
総
合
情
報

管
理
シ
ス
テ
ム

保
護
観
察
所

(事
件
管
理
シ
ス
テ
ム
)

矯
正
施
設

被
収
容
者
デ
ー
タ

管
理
シ
ス
テ
ム

SC
R
P

デ
ー
タ
連
携

デ
ー
タ
活
⽤

実
態
把
握 施
策
⽴
案

情
報
共
有再

犯
防
⽌

再
犯
状
況
等
の

デ
ー
タ
を
集
積

し
、
再
犯
・
更

⽣
要
因
等
を
実

証
的
に
分
析

施
策
の
効
果
を
検
証
し
、

よ
り
効
果
的
な
指
導
、

⽀
援
⽅
法
等
を
検
討

前
科
前
歴
、
処
遇
歴
等

を
迅
速
に
共
有
し
、
指

導
等
の
⼀
貫
性
を
確
保

（
SC
RP
:
Sy
st
em

fo
r
Cr
im
e
an
d
Re
ci
di
vi
sm

Pr
ev
en
tio
n）
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